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１ いのち 大切 高砂プラン ～高砂市自殺対策計画～について 

 

（１） いのち 大切 高砂プラン ～高砂市自殺対策計画～の見直しについて 

 

わが国では、平成18年に自殺対策基本法が制定されて以降、自殺は「個人の問題」から「社 

会の問題」として認識されるようになり、自殺者数は減少傾向にあります。しかし現在も自殺者数 

は毎年２万人を超えており、主要先進７か国の中で最も高いという結果になっています。そうした 

中、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、平成 28年に自殺対策基本法 

が改正されました。 

改正法では、自殺対策は「生きることの包括的な支援」として実施されるべきこと、だれもが自 

殺対策に関する必要な支援を受けられるよう、平成 29～30年度の間に、すべての都道府県、市 

町村が自殺対策計画を策定することが定められました。 

こうしたことから、本市においても、誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現するため、 

平成 31 年 2 月に「いのち大切 高砂プラン ～高砂市自殺対策計画～」（以下、「本計画」とい

う。）を策定し、自殺対策を全庁的に推進してきました。 

 本計画の期間は平成 31年度から 10年間となっており、5年を目途に見直しを行うこととなっ

ていることから、これまでの取組内容をふりかえり、現在の高砂市の現状、自殺総合対策大綱の

見直しや兵庫県自殺対策計画の中間見直し等の国・県の動向を踏まえ、今後の取組内容につ

いて見直しを行います。 

 

 

 

 （２）本計画の基本理念 

 

 

 

誰もが  いきいきと  暮らせるまち   
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 （３）本計画の基本認識 

 

 

  

 

自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①自殺は個人の自由な意思や選択の結果ではなく、その多くが心理的に追い込まれた

末の自殺であり、その多くが防ぐことのできる社会的な問題である。 

②自殺対策は、生きることの包括的な支援として実施していくことが重要である。 

③自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策と有機的な連携を図

り、総合的に実施していくことが重要である。 
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２ 国の動向について 

国では、平成１９年６月に自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として

自殺総合対策大綱を定めており、概ね５年を目途に見直すこととしています。我が国の自殺の実

態を踏まえ、令和４年１０月１４日に新たな自殺総合対策大綱が閣議決定されました。 

今回の見直しでは、 

⚫ 子ども・若者の自殺対策の更なる推進・強化 

⚫ 女性に対する支援の強化 

⚫ 地域自殺対策の取組強化 

⚫ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響も踏まえた対策の推進など、総合的な自殺対策

の更なる推進・強化 

を掲げ、自殺対策をより一層推進させることとしています。 

これにより、令和５年６月には、『こどもの自殺対策緊急強化プラン』として、こどもの自殺対策

の強化に関する施策がとりまとめられるなど、国を挙げた自殺対策強化に向けた動きが活発に

なっています。 

 

【国の数値目標】 

令和 8年までに自殺死亡率（人口 10万人あたりの自殺者数）を３０％以上減少させる。  

平成 27年：１8．5 ⇒ 令和 8年：１3．0以下   

 

３ 県の動向について 

兵庫県では、令和4年10月に策定された国の新たな「自殺総合対策大綱」の内容を踏まえ、

平成 29年 12月に策定した「兵庫県自殺対策計画」の中間見直しを行いました。 

今回の見直しでは、 

⚫ 8分野の「自殺対策の取組」に「女性の自殺対策の推進」を加え 9分野の取組を推進 

⚫ 重点施策 4分野を設定 

⚫ 悩みを抱えた人を適切な相談につなぐ取組を推進するため、新たな評価指標の追加を

行い、さらなる自殺対策強化を図ることとしています。 

 

【県の数値目標】 

令和 9年までに県内自殺死亡者を 600人以下に減少させる。  

平成 30年：954人 ⇒ 令和 9年：600人以下    ※継続 

自殺死亡率で平成 28年：16.4 ⇒30％以上減少⇒ 令和 8年：11.48以下 

兵庫県将来推計人口（令和元年１１月兵庫県企画県民部公表）530 万人を元にすると、

自殺者数は 608人以下となるため、目標値を６００人以下としている。 
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４ 自殺の現状 

 （１）全国の自殺者数の年次推移 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「令和４年度自殺対策白書」より引用 

 

全国における自殺者数は、平成１０年の急増以降３万人前後で推移していましたが、平

成２２年以降は減少を続け、令和元年には全体数が１９，４２５人となりました。しかし、令

和２年は女性の自殺者数が前年より８９８人増加し、全体で 20,243 人と１１年ぶりの増

加となっています。 
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 （２）令和３年全国自殺死亡率 

 

 

資料：「兵庫県自殺対策計画（中間見直し）」より引用 

 

兵庫県の自殺死亡率は全国と同率であり、低い方から２０番目の水準です。 

【令和３年都道府県別自殺死亡率】 
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（３）兵庫県内地域別の自殺死亡率 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「兵庫県自殺対策計画（中間見直し）」より引用 

 

直近５年間（平成２９年～令和３年）における２次医療圏別の年齢調整自殺死亡率を、

コロナ禍以前の５年間（平成２６年～３０年）と比較すると、男性は横ばいとなった北播磨

圏域を除く全ての地域で減少しています。女性では、淡路圏域と丹波圏域で増加してい

ます。 

【２次医療圏域別年齢調整自殺死亡率（男性）】 

【２次医療圏域別年齢調整自殺死亡率（女性）】 

【参考：２次医療圏域構成市町】 
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 （４）高砂市民の自殺者数及び自殺死亡率 

     

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」より障がい福祉課が作成 

 

直近３年（令和２年～令和４年）の平均自殺死亡率は１2．5であり、平成２６年～平成２

８年の平均死亡率１５．１を下回っています。 

 

                【自殺死亡率とは】 

                     人口 10万人あたりの自殺者数を示すものです。 

            

            

 

 

 

 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

自殺者数　計 14 14 18 10 14 17 13 17 15 7 11

男性 9 12 9 8 10 12 7 12 9 6 8

女性 5 2 9 2 4 5 6 5 6 1 3

自殺死亡率
(人口10万対)

15.1 15.0 19.4 10.8 15.1 18.7 14.4 19.0 16.9 8.0 12.7

【高砂市の自殺者数の推移（人口動態統計）】 

×１０万人 
自殺者数 

人口 
―――― 

（単位：人） 
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 （５）高砂市性別年代別自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 

自殺者数 

（総数） 

15 14 19 11 17 19 16 22 16 8 10 

男性（合計） 8 11 10 8 13 13 10 16 10 7 8 

女性（合計） 7 3 9 3 4 6 6 6 6 1 2 
      

男 

性 

20歳未満 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 

20歳代 1 0 2 1 0 0 1 1 3 2 1 

30歳代 0 3 0 0 1 1 2 1 2 0 2 

40歳代 1 3 3 1 3 2 2 4 1 1 2 

50歳代 1 3 0 3 1 1 1 1 0 1 1 

60歳代 3 1 0 1 1 5 0 3 1 2 1 

70歳代以上 2 1 5 2 7 3 4 5 3 1 1 

女 

性 

20歳未満 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 

20歳代 1 2 0 0 0 1 0 0 2 0 0 

30歳代 1 0 1 0 1 0 0 2 1 0 0 

40歳代 1 0 1 1 0 1 2 1 0 0 1 

50歳代 1 0 3 0 0 1 2 1 0 0 1 

60歳代 0 0 2 2 1 2 0 0 1 0 0 

70歳代以上 3 1 2 0 2 1 2 0 2 1 0 

【高砂市の年代別自殺者の推移（男性）】 

【高砂市の性別・年代別自殺者の推移（警察庁 自殺統計）】 （単位：人） 
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 資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料（自殺日・住居地）」より障がい福祉課が作成 

 

高砂市の年代別自殺者は直近５年間（平成３０年～令和４年）では、男性は 70 歳代

以上で多く、次いで４０歳代、20 歳代、３０歳代・60 歳代と、若者世代を含めたほぼ全世

代で恒常的にみられます。女性では 70 歳代以上と 40 歳代・5０歳代が多くなっていま

す。 

 

 （6）高砂市の地域自殺実態プロファイル 2022 

地域自殺実態プロファイルとは国が自殺総合対策推進センターにおいて作成した、す

べての都道府県及び市町村それぞれの自殺の実態を分析したものです。プロファイルの

作成にあたっては、既存の官庁統計（国勢調査、人口動態統計調査など）が利用されて

います。 

 

自殺者数および自殺死亡率の推移（2017～2021年） 

  2017 2018 2019 2020 2021 合計 平均 

自殺統計(自殺日・住居地) 
自殺者数 

19 人 16 人 22 人 16 人 8 人 81 人 16.2 人 

自殺統計(自殺日・住居地) 
自殺死亡率 

20.5 17.4 24.1 17.7 8.9 - 17.8 

人口動態統計 自殺者数 17 人 13 人 17 人 15 人 7 人 69 人 13.8 人 

 

 

 

 

 

 

【高砂市の年代別自殺者の推移（女性）】 
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長期的な推移 

 

地域の自殺の概要（2017～2021年合計） ＜特別集計（自殺日・住居地）＞ 

 

 

有職者の自殺の内訳（2017～2021年合計） ＜特別集計（自殺日・住居地）＞ 

職業 自殺者数 割合 全国割合 

自営業・家族従業者 5 人 16.7% 17.5% 

被雇用者・勤め人 25 人 83.3% 82.5% 

合計 30 人 100.0% 100% 

 

６０歳以上の自殺の内訳（2017～2021年合計）＜特別集計（自殺日・住居地）＞ 

    自殺者数 割合 全国割合 

同居人の有無 あり なし あり なし あり なし 

男性 

60 歳代 7 人 4 人 19.4% 11.1% 14.0% 10.4% 

70 歳代 10 人 2 人 27.8% 5.6% 15.0% 8.0% 

80 歳以上 4 人 0 人 11.1% 0.0% 11.5% 5.0% 

女性 

60 歳代 3 人 0 人 8.3% 0.0% 8.7% 2.8% 

70 歳代 1 人 2 人 2.8% 5.6% 9.1% 4.3% 

80 歳以上 2 人 1 人 5.6% 2.8% 6.9% 4.3% 

合計     36 人   100%   100% 

 

 

 

 

 

 

（
人
）
 



11 

 

地域の主な自殺者の特徴（2017～2021年合計） ＜特別集計（自殺日・住居地）＞ 

自殺者の特性 

上位５区分 

自殺者数 

(5 年計) 
割合 

自殺死亡率* 

(10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路** 

1 位:男性 60 歳以上

無職同居 
17人 21.0% 45.0 

失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲

れ）＋身体疾患→自殺 

2 位:男性 20～39歳

有職同居 
7人 8.6% 23.3 

職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企

業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

3 位:男性 60 歳以上

無職独居 
6人 7.4% 85.8 

失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将

来生活への悲観→自殺 

4 位:女性 40～59歳

無職同居 
6人 7.4% 21.9 

近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病→

自殺 

5 位:男性 40～59歳

有職同居 
6人 7.4% 13.1 

配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋

仕事の失敗→うつ状態→自殺 

* 自殺死亡率の算出に用いた人口（母数）は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を基に

JSCP にて推計したもの。 

** 「背景にある主な自殺の危機経路」は、ライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの。自

殺者の特性別に見て代表的と考えられる経路の一例を示しており、記載の経路が唯一のものではないことに

留意。 

 

推奨される重点パッケージ 

重点パッケージ 高齢者 

生活困窮者 

子ども・若者 

勤務・経営 

「地域の主な自殺者の特徴」の上位の３区分の性・年代等の特性と「背景にある主な自殺の

危機経路」を参考に選定しています。政策パッケージの重点パッケージに対応しています。 
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 （７）高砂市市民満足度調査の結果について 

本計画の指標となっている高砂市市民満足度調査による「住みよさ」については、令和

元年までは増加傾向が続いておりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響下にあっ

た令和３年から減少に転じています。 

また、令和５年から「幸福度」についての調査項目が追加されており、今後はこの数値

も指標として活用していきます。 

 

      市民満足度調査による「住みよさ」の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民満足度調査による「幸福度」の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住みよい、どちらかといえば住み
よい」と感じている人の割合

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

住みよい 140 25.6% 108 24.3% 168 21.5% 156 22.9%

どちらかといえば住みよい 255 46.6% 219 49.2% 360 46.2% 293 43.1%

どちらかといえば住みにくい 57 10.4% 51 11.5% 147 18.8% 139 20.4%

住みにくい 23 4.2% 39 8.8% 65 8.3% 53 7.8%

どちらともいえない 62 11.3% 21 4.7% 34 4.4% 29 4.3%

無回答 10 1.8% 7 1.6% 6 0.8% 10 1.5%

合計 547 100.0% 445 100.0% 780 100.0% 680 100.0%

令和5年

66.0%

平成29年 令和元年 令和3年

67.7%73.5%72.2%

 

幸福度が「高い」「普通」である人
の割合

回答数 割合 幸福度

非常に満足している 27 4.0%

満足している 278 40.9%

どちらともいえない 214 31.5% 普通

あまり満足していない 110 16.2%

全く満足していない 34 5.0%

無回答 17 2.5% -

合計 680 206.7%

高い

低い

76.3%

令和5年度
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５ これまでの取組と今後の課題について 

自殺に関わる課題や問題は、保健、医療、福祉、教育、労働等、多岐に渡る市の関係部署に

及ぶことから、本計画の進捗管理、評価は、毎年、市長をトップとする「高砂市自殺対策連絡会」

において実施しています。 

Ｐ．２の「自殺の危機要因イメージ図」が示すとおり、地域生活の場で起きる複雑化・複合化

した問題が連鎖する中で自殺が起きると考えられています。各部で実施している支援事業が、

そのまま自殺対策にも通じることから、計画の進捗評価については、基本施策に位置付けられ

た事業の実施内容に自殺対策の視点を盛り込み、各事業と自殺対策との関連を意識し、対応

を深められるように取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、評価区分については、国の明確な指標が示されてこなかったこともあり、「高

砂市自殺対策連絡会」による議論も踏まえて変更を加えながら、試行錯誤を続けてきました。 

今年度の「高砂市自殺対策連絡会」においても、自殺対策の課題を明確にし、さらに推進し

ていくためにも、普段の業務に自殺対策の視点を盛り込んで対応できているかを評価する必

要があるとの意見が出ています。 

 

＜これまでの評価区分の変遷＞ 

・令和元年度：事業実施の有無を記載 

 

 

 

 

 

 

                     

      

 

◎ 当初の予定通り実施できた

〇 概ね実施できた

△ 実施は不十分だった

× 実施できなかった

－
新型コロナウイルス感染症の影響により

実施できなかった

令和２年度の評価区分

 

Ｓ 予定以上に進捗している

Ａ 予定通り進捗している

Ｂ 遅れている

Ｃ 事業を廃止

実施なし
新型コロナウイルス感染症の影響により

実施できなかった

令和３年度・令和４年度の評価区分

≪本計画の基本施策≫ 

基本施策（１）相談体制の充実・ネットワーク強化 

基本施策（２）地域で「気づき・つなぎ・見守り」ができる人材の育成 

基本施策（３）いのちの大切さを実感させる教育・学習・啓発 

基本施策（４）生きることの促進要因（住みよい環境・居場所・生きがいづくり）への支援 

基本施策（５）児童・生徒の SOSの出し方に関する教育 
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６ 計画の見直しについて 

 （１）目標 

本計画においては、令和８年までに市内の令和６年～令和８年の平均自殺死亡率を３０％

以上減少させることを目標としています。 （※自殺死亡率：人口 10 万人あたりの自殺者数 

Ｐ７参照） 

 

策定時 ： 平成２６年～平成２８年 平均自殺死亡率  １５．１ 

目標   ： 令和６年～令和８年 平均自殺死亡率  １０．６以下 

 

直近３年（令和２年～令和４年）の平均自殺死亡率は１2．5 となっており、計画策定時より 

１７．２％減少しています。 

「誰もが いきいきと 暮らせるまち」を基本理念に、誰も自殺に追い込まれることのない健

康福祉都市の実現に向けた当面の目標として、見直し前と同様に「令和６年から令和８年の

平均自殺死亡率  １０．６以下」を目指します。  

 

（２）重点支援対象 

   計画策定時の『地域自殺実態プロファイル（平成２４年～平成２８年）』に基づき、市として

特に支援すべき対象を『重点的支援対象』として定め、重点的に施策に取り組んできました。 

直近の『地域自殺実態プロファイル（平成２９年～令和３年）』では、従来の『推奨される

重点パッケージ』に「子ども・若者」が加わる結果となっているため、『重点的支援対象』にも

「子ども・若者」を追加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

【従来の重点的支援対象】 

①  高齢者    ②  生活困窮者    ③  勤労者 

 

【新たな重点的支援対象】 

①  高齢者   ② 生活困窮者   ③ 勤労者   ④ 子ども・若者 
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 （3）今後の取組の見直しについて 

「高砂市自殺対策連絡会」において、各部のこれまでの取組を確認し、（１）（２）の結果や

自殺総合対策大綱の見直し、兵庫県自殺対策計画の中間見直し等の国や県の動向を踏ま

え、今後の取組について見直しを行いました。 

≪新たに取組内容として追加した事業≫ 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者
生活
困窮者

勤労者
子ども
・若者

食育の推進

乳幼児健診、食育教室、出前講座、自主グループ支援

事業、イベント等を通し、食に関する情報提供をし、ここ

ろと身体の健康につなげる。

★ ★ ★

こども家庭相談センターの設置

(令和6年度より開始予定）

こども窓口課にこども家庭相談センターを設置し、こど

もの相談窓口として、各関係機関と連携して子育て相

談支援の充実を図る。

★

重層的支援体制整備事業の推進

（令和７年度開始予定）

複合化・複雑化した課題などに対応するため、分野横

断型の包括的な相談・支援体制を構築し強化する。
★ ★ ★ ★

生活困窮世帯の子どもの学習・生

活支援事業

（令和６年度開始予定）

生活困窮世帯を対象に、生活環境にかかわらず、社会

的に自立した生活を営むことができるよう、学習習慣を

身に着け、学習に対する意欲を向上させ、高等学校等

への進学を後押しし、支援対象者の養育や生活を支援

する。

★ ★

精神保健福祉業務従事者研修会

の受講推進

（令和6年度開始予定）

令和６年施行の精神保健福祉法改正では、専門職か

否かに関わらず、様々な職員が精神保健に関わってい

るという意識を醸成していく必要があるとされており、精

神保健上の課題を抱えている方からの相談もある各種

相談支援部署の職員に対し、兵庫県が実施する「精神

保健福祉業務従事者研修会」の受講を推進する。

★ ★ ★ ★

中小企業奨学金返済支援事業

若手従業員の奨学金返還を経済的に支援する市内の
中小企業に対し補助金を支給。奨学金返還を支援す
る企業の増加により、若手従業員が経済的に困窮す
ることを防ぎ、安定した生活を送れるようにする。

★ ★

心理外来

心理士による心理療法（カウンセリングなど）や心
理検査などにより、患者さまやご家族の「心」に関
するさまざまな相談を行う。来談者の方の心に寄り
添いながら、きめ細やかな心理的専門援助を提供
し、来談者の方が、解決の糸口を見つけながら、よ
り良く生きていけるようなサポートを行う。

教育振興事業
各小中学校において道徳、学活、総合の時間を利用
し、体験学習などを通して、いのちの大切さを実感
させるような教育に取り組んでいく。

★

重点的支援対象
実施内容

（自殺対策の視点を入れて記載）
事業名
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（４）評価区分の見直しについて 

Ｐ2の「本計画の基本認識」にあるように、自殺は個人の自由な意思や選択の結果ではな

く、その多くが心理的に追い込まれた末の自殺で、防ぐことのできる社会的な問題です。自殺

対策は、生きることの包括的な支援として、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策と

有機的な連携を図り、総合的に実施していくことが重要であることから、普段の業務に自殺

対策の視点を盛り込んで対応できているかを評価するため、各課の事業に対する評価区分

の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓ 自殺対策を意識して事業を実施し、必要に応じて他の支援に繋ぐなどの対応を行った

Ａ 自殺対策を意識して事業を実施した

Ｂ 通常通り事業を実施した

Ｃ 取り組みが不十分だった
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【参考資料 1】 自殺総合対策大綱 概要 （R4年 10月） 
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【参考資料 2】 兵庫県自殺対策計画（中間見直し） 概要  （R5年 5月） 
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